
熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  マイナンバーカードの取得、更新等に要する各種申請書等の作成にあたり、住民の利便性

の向上に資する申請書等作成用機器を賃貸借により調達する。本実施要領は、この調達に係

る業者をプロポーザル方式により選定するにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 事業の概要 

（１）事業名 

   熊野町申請書等作成用機器賃貸借 

（２）事業内容 

   別紙「熊野町申請書等作成用機器賃貸借仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

   準備期間 ：契約締結日の翌日から令和７年９月３０日まで 

賃貸借期間：令和７年１０月 １日から令和１２年９月３０日まで 

（４）予算限度額 

   月額３０，３６０円（うち消費税等 ２，７６０円）、６０回 

    ※ 全体額：１，８２１，６００円（消費税等額を含む） 

   ※ この費用は、準備期間に要する全ての経費を含むものとする。 

 

３ プロポーザルの形式 

  本事業は、公募型プロポーザルにより実施する。 

 

４ プロポーザル審査委員会の設置 

  契約候補者の選定は、熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザル審査委

員会設置要綱に定める審査委員会（以下「審査委員会」という。）において行うものとする。 

 

５ 参加資格 

  本プロポーザルに参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

（１）次のいずれにも該当しない者であること。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の各項のいずれかに該

当する者 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判

所からの更生手続開始決定がされていない者 

③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判

所からの再生手続開始決定がされていない者 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に

規定する暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行っている者が含まれて

いる者 



⑤ 申請時に、熊野町の町税（熊野町の町税が課税されていない場合は、本社・本店の所

在地において、納付すべき市町村税）、消費税及び地方消費税のいずれかに滞納がある

者。 

（２）本件調達に関し、本町の令和７年度一般（指名）競争入札参加資格者名簿の入札参加資

格（営業種目において「役務」「リース」の登録があること）を有し、公告の日から契約締

結日までの期間において、町で指名停止等の措置を受けていないこと。 

（３）広島県内に本社、支社、営業所その他の事業所を有する者又は、広島県内に事業所はな

いが、町の求めに応じて速やかに業務管理責任者又は業務担当者を町に来訪させることが

できる者であること。 

（４）令和７年３月末時点で、提案者が全国の市町村自治体へ元請けとして受託又は納品した

実績（過去５か年以内のもの）を３件以上有すること。 

   なお、本項目の実績は、今回調達する機器として本仕様で示す機器と同一機器または同

等以上の機能を有する機器（仕様書６（５）で承認する機器を含む）一式とする。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人等でないこと。 

 

６ スケジュール（予定） 

（１）実施要綱等の公表（公告開始日）  令和７年６月１６日（月） 

（２）プロポーザル参加資格受付期限   令和７年６月２５日（水）午後５時まで 

（３）プロポーザル参加資格確認通知   令和７年６月２７日（金）まで随時通知 

（４）実施内容等に関する質問受付期限  令和７年７月 ２日（水）正午まで 

（５）質問に対する回答         令和７年７月 ３日（木）午後５時まで 

（６）企画提案書等受付期限       令和７年７月 ４日（金）午後５時まで 

（７）審査委員会            令和７年７月 ９日（水）※予定 

（８）審査結果の通知・公表       令和７年７月１０日（木）※予定 

 

７ 公募型プロポ―ザル実施要領等の閲覧及び入手方法 

（１）閲覧期間 

   令和７年６月１６日（月）から令和７年６月２５日（水）まで（土曜日、日曜日を除く。）

の午前９時から午後５時まで 

（２）閲覧場所 

   〒７３１－４２９２ 

 広島県安芸郡熊野町中溝一丁目１番１号 

   熊野町役場住民生活部税務住民課 

   電話：０８２－８２０－５６０４ 

   なお、熊野町ホームページにも掲載する。 

（３）入手方法 

   熊野町ホームページからのダウンロードによる。 

 

 



８ 説明会 

  説明会は開催しない。 

 

９ 参加申込・資格確認等 

  （１）参加申込 

    本プロポーザルへの参加を希望する者は、次の参加資格確認に伴う必要書類を、提出期限

までに持参又は郵送により提出し、公募型プロポーザル参加資格の確認を受けなければなら

ない。確認の結果、公募型プロポーザル参加資格に適合すると確認された者に限り、本プロ

ポーザルへ参加することができる。 

① 必要書類 

  ア 公募型プロポーザル参加資格確認申請書【様式１】 

  イ 企業・団体の概要【様式２】 

   ウ 熊野町税の納税証明書（熊野町税が課税されていない場合は、本社・本店の所在地に

おいて納付すべき市町村税に滞納がない旨を証するもの）又はその写し（証明日が申請

日から３か月以内のものに限る。） 

エ 国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号様式による納税証明

書（消費税及び地方消費税に係るもの）又はその写し（証明日が申請日から３か月以内

のものに限る。） 

オ 登記事項証明書（商業登記簿謄本）の写し（個人の場合は、身分証明書又はその写し。

証明日が申請日から３か月以内のものに限る。） 

② 提出期限 

   令和７年６月２５日（水）午後５時まで（必着） 

③ 提出場所  

   「１５ 問い合わせ先」に同じ 

④ 提出方法 

    持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法

律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者又は同条第９項に規定する特定信

書便事業者の提供する同条第２項に規定する信書便。以下同じ。）による。 

なお、郵便等による場合は、封筒に「参加資格確認申請書在中」と朱書きし、上記②の

提出期限までに必着するものとする。 

（２）確認結果の通知 

   確認結果は、公募型プロポーザル参加資格確認申請書に記載の電子メールアドレスへ、

令和７年６月２７日（金）までに電子メールで通知する。 

   なお、正文を別途郵送により送付する。 

（３）参加を辞退する場合 

   本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、取下げ願い書【様式３】を提出するものと

する。 

   なお、公募型プロポーザル参加資格確認申請書の提出期限から契約締結日までの間に、

参加資格要件を満たさなくなった場合にも、当該様式を提出するものとする。 



 

10 質問の受付け及び回答 

（１）受付期限 

   令和７年７月２日（水） 正午まで（必着） 

（２）提出方法 

   質問書【様式４】により、「１５ 問い合わせ先」へ記載のメールアドレス宛に電子メー

ルで提出することとする。電話や口頭での質問は一切受け付けない。 

   なお、件名は「申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザルに関する質問書」

とし、送信後に電話で到達の有無を確認すること。 

（３）質問書に対する回答 

  ① 最終回答日  令和７年７月３日（木）午後５時 

② 公募型プロポーザル参加資格の確認を受けた者の質問にのみ回答する。 

③ 質問に対する回答は、随時、質問書に記載された連絡先へ電子メールにより回答する

とともに、公募型プロポーザル参加資格を受けた者すべてに通知する。 

④ 電話や口頭での質問は受け付けない。 

 

11 企画提案書等の提出 

  参加者は、次の事項に留意して、熊野町申請書等作成用機器賃貸借企画提案書（以下「企

画提案書」という。）等を作成し、提出すること。 

（１）提出期限 

   令和７年７月４日（金） 午後５時まで（必着） 

（２）提出場所 

   「１５ 問い合わせ先」に同じ 

（３）提出方法 

   持参又は郵送等による。ただし、郵送等による場合は、封筒に「企画提案書在中」と朱

書きし、上記（１）の提出期限までに必着するものとする。 

（４）提出書類 

   提出書類は次のとおりとし、書類がばらつかないよう適宜ファイリング等をして、表紙

に「熊野町申請書等作成用機器賃貸借企画提案書」と明記すること。 

   なお、公正を期すため、事業者名は次の「① 公募型プロポーザル提案申請書」にのみ

記入し５部については無記名とすることとし、事業者名を表記する場合は、「当社」等とす

ること。 

  ① 公募型プロポーザル提案申請書【様式５】 １部 

  ② 熊野町申請書等作成用機器賃貸借 企画提案書【任意様式】 ６部 

  ③ 同種業務等実績報告書【様式６】１部 

  ④ 参考見積書【任意様式】 １部 

なお、見積りは賃貸借契約（60回）の月額料金とし、別紙で構築経費、運用保守経

費の内訳を提示すること。 

 



（５）企画提案書の作成要領 

  企画提案書は、Ａ４判縦置き横書き（Ａ３版の折込みも可とする）、左綴じ、文字サ

イズは読みやすいフォント（１１～１２ポイント程度）とすること。また、「申請書等

作成用機器賃貸借仕様書」の目的を考慮し、次の内容を具備すること。 

なお、図表等の表現の都合により、記述方法等の一部を変更することは差し支えな

い。 

①会社の概要 

 ・会社の所在地 

 ・資本金    等 

②提案するシステム機器の概要 

 ・操作性、使いやすさ 

 ・システム機器の構成 

 ・セキュリティ  等 

③体制・スケジュール 

 ・導入スケジュール 

 ・導入時、導入後の支援体制  等 

④運用・保守体制 

 ・保守の範囲、体制 

 ・障害発生時の対応    等 

⑤価格 

 ・導入費用 

 ・保守費用   等 

⑥その他 

 ・その他、追記すべき事項があれば記載する 

 

12 審査・選定 

（１）審査方法 

   企画提案書の内容を基に、審査委員会において評価基準に従い審査し、各委員の評価

点の合計が最も高い者を契約候補者として選定する。 

（２）評価基準 

   別紙「熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザル評価基準」のとお

り 

（３）審査結果の通知 

審査結果は、参加者全員に対して審査終了後７日以内（土曜日及び日曜日を除く。）

に電子メールにより通知する。 

   なお、正文を別途郵送により送付する。 

 

 

 



13 契約について 

（１）契約締結までの手続 

① 契約候補者と、提出された企画提案書を基に協議を行い、仕様書を確定させるもの

とする。この際、提出された企画提案書の内容を変更する場合がある。 

② 上記のとおり確定した仕様書を基に契約候補者から見積書を徴取し、予算の範囲内

で地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号の規定

に基づく随意契約により契約を締結する。 

③ 契約候補者との協議が不調となった場合等については、参加者の評価基準に基づく

評価点が契約候補者の次に優れていた者と契約手続きを行う。 

（２）契約保証金 

   契約保証金は免除する。 

（３）契約書 

   契約書については、町が指定したものを使用する。 

 

14 その他 

（１）失格事項 

   次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

  ① 公募型プロポーザル参加資格確認申請書及び企画提案書等に虚偽の記載があった場

合 

  ② 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行ったと認められる場合 

  ③ その他公平な競争の妨げとなる行為等があったと認められる場合 

（２）経費の負担 

本プロポーザルに係る一切の費用は、参加者の負担とする。 

（３）企画提案書の取扱い 

  ① 提出された企画提案書等は、返却しない。 

  ② 企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとする。 

  ③ プロポーザルの手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、町において提

出された企画提案書の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。 

  ④ 提出された企画提案書は、熊野町情報公開条例（平成１３年熊野町条例第３号）の

規定に基づき公開する場合を除き、本プロポーザル以外に当該企画提案書を作成した

者に無断で使用しないものとする。 

 

15 問い合わせ先 

熊野町住民生活部税務住民課 

   住 所：〒731-4292 広島県安芸郡熊野町中溝一丁目１番１号 

   電 話：０８２－８２０－５６０４ 

ＦＡＸ：０８２－８５５－０１５５ 

 E-mail：jumin@town.kumano.lg.jp  



（別紙） 

熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る 

公募型プロポーザル評価基準 

 

評価項目 審査事項 配点基準 

全体の評価 
本業務を理解し、本業務の目的に合った内容となって

いるか。 
１０ １０ 

会社概要 

・事業概要、規模、従業員体制等から信頼できる会社

と認められるか。 

・所在地が近いなど、速やかな対応が期待できるか。 

１０ １０ 

機器の概要 

操作性等、基本

的な視点 

 

基本的な考え方や構成等が、本町の導入目的に沿った

ものとなっているか。 
５ 

４０ 

コンパクトで場所を選ばないなど、容易に設置できる

ものであるか。 
５ 

システムや機械に不慣れな者でも容易に操作できる

ものであるか。 
５ 

申請書等について、作成のほか、追加、修正等のメン

テナンスを職員が容易にできるか。 
１０ 

セキュリティ 

職員、住民の使用において、いかなる場合でも個人情

報の漏洩が発生しないよう、セキュリティに配慮され

たものとなっているか。 

１０ 

将来性 
将来的な業務の拡張や新たな運用方法に対応できる

よう配慮されたものであるか。 
５ 

事業体制 

実施体制 
機器の使用開始に向け、適切なスケジュール及び職員

体制が組まれているか。 
５ 

３０ 保守・運用体制 

機器の使用開始時や人事異動時など、町の求めに応じ

て使い方の指導などの支援が期待できるか。 
１０ 

機械の不具合、障害発生時など、保守に関して迅速な

対応が期待できるか。 
１０ 

実 績 
同種又は類似の業務を履行した実績を有しており、本

事業を円滑に進めることができると認められるか。 
５ 

見積金額 
積算内訳が明瞭、かつ本町の導入目的に対して妥当で

あり、全体的に安価となっているか。 
１０ １０ 

評価点（１００点満点） １００ 



【様式１】 

 

公募型プロポーザル参加資格確認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

熊 野 町 長  様 

 

住所又は事業所所在地          

商号又は名称      

氏名又は代表者氏名              印   

 

 

令和  年  月  日付け公告の熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザ

ルに参加したいので、必要書類を添えて申請します。 

なお、公募型プロポーザル参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については、

事実と相違ないことを誓約します。 

 

 添付書類 

１ 企業・団体の概要【様式２】 

２ 熊野町税の納税証明書 

 （熊野町税が課税されていない場合は、本社・本店の所在地において納付すべき市町村税       

 に滞納がない旨を証するもの）又はその写し（証明日が申請日から３ヶ月以内のものに限

る） 

３ 国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式による納税証明書

（消費税及び地方消費税に係るもの）又はその写し（証明日が申請日から３ヶ月以内のも

のに限る） 

４ 登記事項証明書（商業登記簿謄本）の写し（個人の場合は、身分証明書又はその写し）

（証明日が申請日から３ヶ月以内のものに限る） 

 

 

 

担当者  所 属                    

 

氏 名                     

 

 

連絡先  電 話                    

 

E-mail                        

 

  



【様式２】 

 

企業・団体の概要 

 

 （令和  年  月  日現在）  

企 業 ・ 団 体 名  

代 表 者 氏 名  

所 在 地 

本  社 

〒 

住所 

連絡先 

県内事業所等 

※ある場合に記入 

〒 

住所 

連絡先 

設 立 年 月 日 
    年  月  日 

（県内事業所等の設立年月日     年  月  日） 

資 本 金  

従 業 員 数 
                人 

（県内事業所等の従業員数    人） 

事 業 内 容 

 

同 種 業 務 等 に 

関する受託実績 

（直近５年間） 

※共同企業体、下請負、再委託のみの業務実績は記載しないこと。 

 

注）１ 企業・団体のパンフレット等を添付すること。 

２ 申請日現在の状況を記入すること。 

３ 所定の記入欄に書ききれない場合は、記入欄を適宜調整のうえ記入すること。 

  



【様式３】 

 

取下げ願い書 

 

  年  月  日 

 

熊 野 町 長  様 

 

住所又は事業所所在地          

商号又は名称      

氏名又は代表者氏名              印   

 

 

熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザルへの参加を申請しましたが、都合

により取り下げます。 

 

取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者  所 属                    

 

氏 名                     

 

 

連絡先  電 話                    

 

E-mail                        

 

  



【様式４】 

 

質   問   書 

 

  年  月  日 

 

熊 野 町 長  様 

 

住所又は事業所所在地          

商号又は名称      

氏名又は代表者氏名              印                   

 

 

項    目 質 問 内 容 

  

  

  

注）１ 項目欄へは、町が提示した実施要領又は仕様書のどの箇所に対する質問かを記入するこ

と。なお、提示した実施要領又は仕様書以外のことに対する質問の場合は、この限りでな

い。 

２ 質問内容は、質問意図が分かるように記載すること。 

３ 行は、適宜追加すること。 

 

 

 

担当者  所 属                    

 

氏 名                     

 

 

連絡先  電 話                    

 

E-mail                        

 

 

  



【様式５】 

 

公募型プロポーザル提案申請書 

 

  年  月  日 

 

熊 野 町 長  様 

 

 

住所又は事業所所在地          

商号又は名称      

氏名又は代表者氏名              印   

 

 

次の書類を添えて、熊野町申請書等作成用機器賃貸借に係る公募型プロポーザルへの提案を申

請します。 

 

 

 添付書類 

１ 熊野町申請書等作成用機器賃貸借企画提案書 【任意様式】 ６部 

２ 同種業務等実績報告書【様式６】 １部 

３ 参考見積書【任意様式】 １部 

 

※ １～３については、ファイリング等をして、表紙に「熊野町申請書等作成用機器賃貸借

企画提案書」と明記すること。 

 

 

 

 

担当者  所 属                    

 

氏 名                     

 

 

連絡先  電 話                    

 

E-mail                        

 

 

  



【様式６】 

 

同種業務等実績報告書 

 

 

業務名 
発注者 

（団体名） 
業務年度 業務等の概要 

    

    

    

    

    

 

注）１ 記入する実績は、過去５年間に国・地方公共団体が発注した本業務に類似する実績とする

こと。 

２ 共同企業体、下請負及び再委託のみによる実績は対象外とする。 

 

 


